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令和３年度包括外部監査結果に対する措置状況 別添

　監査テーマ：公有財産の維持管理等に係る財務に関する事務の執行について

項　目 概　　　　　要

県有資産総合管
理方針及び資産
類型別計画に対
する評価につい
て 【報告書22
ページ】

【指摘２】計画期間が長期間でない資産類型があり、長期的な視点でのコスト把握
を行うべきである。
　「県有資産総合管理方針」では、長期的な目標のひとつを「財政負担の平準化」
としており、将来負担を見通し計画的な施設の維持管理更新を行い、短期間に施設
管理費用が集中することを避ける、としている。
　この目標に向け、庁舎・公の施設や道路などの資産類型ごとに25の長期的な修繕
計画が策定されており、計画的に修繕を実施している。
　一方で、横断歩道橋、道路トンネル、シェッド、カルバート、門型標識、道路照
明灯、道路標識のインフラ関係の計画は、健全性を５年ごとの定期点検を実施して
把握することや、劣化状況の蓄積が不十分であることから、５年程度の計画となっ
ている。他の資産類型と比較し短い期間の計画となっており、計画期間にばらつき
があること及び一部の計画が短期間の計画となっていることにより、将来的な修繕
コストの把握が不十分となっている。このため、次回の計画更新の際までに、長期
的な視点でのコスト把握を行うべきである。

　 長期的な視点でのコスト把握を行うべく、修繕計画に基づく予防保全型の維持
管理による５０年間のコスト縮減効果を試算し、令和４年度中に横断歩道橋、道
路トンネル、シェッド、カルバート、門型標識、道路照明灯、道路標識について長
寿命化修繕計画の更新を行った。

道路環境課

資産類型別計画
の検討結果につ
いて（埼玉県ダ
ム長寿命化計
画）【報告書117
ページ】

【指摘４】権現堂調節池内の川妻給排水機場の直流電源盤のバッテリーメンテナン
ス及び監視制御設備のPLCバックアップ用電池の交換が必要な状態であり、維持管
理に不十分な点が認められた。
　ダム定期検査で指摘されているとおり、権現堂調節池内の川妻給排水機場の直流
電源盤のバッテリーメンテナンスについては、アルカリ蓄電池の触媒栓の交換時期
を４年以上超過し、監視制御設備のPLCバックアップ用電池については交換推奨時
期を７年以上超過しており、維持管理に不十分な点が認められるため、速やかな対
応が望まれる。
　また、このような長寿命化計画外の修繕等については、次期計画の策定時の参考
とするためにも、場当たり的な対応とならないよう、判断過程等の記録を残してい
くことが望まれる。

   バッテリーメンテナンスについては、触媒電池の交換工事を令和５年３月２８日
付で契約済みであり、令和５年４月１０日より着工している。完了は令和６年３月を
目指している。
   また、監視制御設備のＰＬＣバックアップ用電池については、令和３年１１月に
交換済みである。
 
   長寿命化計画外の修繕等については、毎年実施する年点検、月点検等の点
検記録を基に修繕の必要性を判断している。それらを踏まえながら次期計画の
策定を行っていく。

河川環境課
杉戸県土整備事務所

監　　　査　　　結　　　果
監査結果に基づき、又は参考として講じた措置の内容 担当課所
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